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１．緒言

　運動部活動には，中学校で71％，高校で53％の生徒

が参加しており（スポーツ庁，2017），学校生活でも生

徒が重視している活動でもある（文部科学省，2012）。

また，学校の教育実践において大きな影響を及ぼす活

動とされている（角谷，2005）。具体的には，教科指導

を補完する役割を担い（加藤，2018），授業に対する積

極性やそれに伴う学業達成に影響し（藤田，2001），学

校への適応を促し（竹村ら，2007），日常生活の諸問

題に適切に対処するライフスキルを獲得（島本・石

井，2010）することに肯定的な影響を及ぼすことが

明らかにされている。このように，運動部活動は教育

性の高い活動とされる一方で，顧問教員注1）が本来担

うべき役割以上の負担（安藤，2018）に繋がってい

ることが示唆されている。また，運動部活動の競技

性（久保 ,1997）が強調されることで勝利至上主義（大

橋 ,1995）に繋がり，「いじめ」や「体罰」を生み出し

ていることが報告されている（加藤，2014）。

　上述の問題に対し，政府は運動部活動が教育的意義

や教育的効果を持続しつつ，運動部活動を支える顧問

教員の負担が軽減する事を実現できる改革として，外

部指導者や総合型地域スポーツクラブを活用し，運動

部活動を地域と連携して外部化する方向性を模索して

きた。2020年に「学校の働き方改革を踏まえた部活動

改革」（スポーツ庁，2020）が発出され，「休日に教科

指導を行わないことと同様に，休日に教師が部活動の

指導に携わる必要がない環境を構築すべきである」と

明記され，「休日の部活動の段階的な地域移行」という

大きな転換と言える方向性が示された。その後「運動

部活動の地域移行に関する検討会議提言」（スポーツ庁，

2022a）において，公立中学校等における運動部活動を

対象に原則として2023年度からの 3 年間で段階的に地

域に移行する計画が提言された。全国的に運動部活動

の地域移行を現実的に推進する内容となっていると捉

えられるが，運動部活動の地域移行への取り組みを実

行していくにあたり，以下の課題が指摘されている。

　髙木ら（2022）によれば，教員の働き方改革を起点

とした外部化を模索しているものの，施策の目的と反

し顧問教員は生徒，保護者，学校管理職，同僚職員と

の関係性を構築すると同時に，学校方針や地域からの

影響を受けながら中心となってマネジメントを担う構

造であるとされている（髙木ら，2022）。また，運動部

活動の顧問教員が関わる範疇の拡大が，業務の高度化

と多忙化に繋がり，顧問教員は学校を取り巻く事情と

行政が履行しようとする政策内容を繋ぎ合わせること

の困難さを認識している（谷口，2018）。地域社会への

移行は長らく議論がなされてきたものの，実態として

運動部活動の多くは学校に残り続けている理由として，

運動部活動を成立させる顧問教員の積極的なかかわり

による教育的な意味づけ（中澤，2011）があるとされ
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ている。このように，顧問教員が運動部活動の中心的

な存在として教育的な意義を担う構造が維持される中，

地域移行施策という存在が顧問教員の指導観注2）に影

響をもたらすことが予測される。そこで，本研究では

「運動部活動指導をしていく上で，一番大事にしている

事」を問いとして，運動部活動の制度的改変に直面し

ている運動部活動の顧問教員は，どのような役割を認

識した上で指導を行なっていくかについての指導観を

対象とし，その様態と変容について明らかにすること

を目的とした。このことを明らかにすることで，運動

部活動の地域移行施策を進めていくために，これから

の顧問教員の在り方を示し，運動部活動が教科指導を

補完し，学業の達成や学校への適応といった教育的役

割を果たしていく道となる端緒を掴むことが期待でき

ると考えた。

　なお，学校で実施される運動部活動に関しては「生

徒の自主的，自発的な参加により行われるもの」（文部

科学省，2017）とされており，学校教育の一環として

生徒が放課後や休日に組織的・継続的な教育課程外の

スポーツ活動（中澤，2014）とも言われている。以上

のことから，本研究では運動部活動を「学校教育活動

と密接に関係させた生徒主体の教育課程外の活動」と

して定義し，本研究の議論の中心に据える。

２．研究の方法

　本研究では，顧問教員の運動部活動への取り組みに

関して，多重的な背景の理解を目指すことを踏まえ，

顧問教員へのインタビュー・データの質的分析を行う

ことにした。

２．１．対象者

　「地域運動部活動推進事業モデル地区」（スポーツ庁，

2022b）に指定されている地方自治体では，2023年度

より先行して地域移行の実証事業を進めており，運動

部活動の地域移行に対する取り組みの現況は，地方自

治体によって異なる。本研究では2023年度からの段階

的な地域移行施策を開始する方針が明確に示され，そ

の開始時期が迫っている状況下にある地方自治体を対

象とした。具体的には，県内の中学校区の運動部活動

改革を展開し学社融合を目指すA県，また休日の部活

動を2028年度末には県内全ての中学校において地域に

移行していくことを目標と掲げているB県，を選定した。

次に，A県，B県傘下の公立中学校に勤務する運動部

活動の主顧問教員に視点を移す。本研究は，運動部活

動の制度的改変に直面している顧問教員の指導観を対

象としている為，顧問教員の中で一定の指導観が確立

している事が条件となる。そこで，対象者となる顧問

教員については，中心的な存在として運動部活動の教

育的価値を担う，教員経験として 5 年目から15年目

くらいまでの中堅期とした。中堅期とは，教師の発達

段階を「初心期」（教職 3 年目ぐらいまで），「中堅期」

（教職 5 年目から15年目ぐらいまで），「熟練期」（20年

目移行）といった 3 段階の中の 2 段階目に位置づけら

れている（浅田ら，1998）。教育社会学の分野で教員の

中堅期を扱った研究領域には，教員の職業的社会科研

究，職能発達研究，ライフヒストリー研究，ライフサ

イクル研究，ライフコース研究があり（川村，2003），

中堅期の特徴として「中長期的な見通しを持って，自

らの理念に沿った主体的な教育活動が展開できる」（小

杉，2020）とされている。校務分掌や主任職など学校

運営を担い，実践的には充実する時期である一方で，

実践上の転機や危機を迎え，同時に結婚や出産・子育

てなどの生活上の転機を迎える時期（松崎，2011）で

あることから，対象者選択の依拠とした。なお，それ

ぞれの対象者の管理職から見て，運動部活動に対して

積極的に取り組んでいると評価をしている顧問教員と

した。中堅期の顧問教員は，管理職から学校での様々

な校務分掌における中核的な働きを求められ，学校全

体の中での顧問教員自身の働き方や位置付けが明確に

なってくる（松崎，2011）。また，積極的に取り組んで

いる顧問教員は，初心期から中堅期に至る課程で，試

行錯誤をしながら実践を行い，次第に自己の実践課題

が明確となり，教員としてのアイデンティティが確立

されていく時期（山崎，2002）であり，地域移行施策

という制度改変がもたらす環境変化によって，運動部

活動指導に対するコミットメントや役割意識に影響を

及ぼすと考えた。加えて，2021年に日本スポーツ協会

により実施された調査によると，全国の中学校の 8 割

が週に 5 日以上，運動部活動を実施（公益財団法人日

本スポーツ協会，2021）していることから，対象者が
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指導に費やしている日数は週に 5 日以上である事を追

加条件とした。以上の条件に当てはまる，公立中学校

に勤務する運動部活動の主顧問教員を務める男性教諭

9 名，女性教諭 3 名，の合計12名を対象者とした注3）。

また，12名の対象者の指導経験を示す参考情報として，

競技経験，顧問指導の経験，競技経験の無い種目の指

導経験の有無，を示した（表 1）。

２．２．データ収集方法

　分析データは，各対象者と研究者の 1 対 1 の面接に

よる半構造化インタビュー法（ウヴェ，2011）によっ

て収集された。2023年度より地域移行が段階的に開始

される計画となっているが，その開始日となる2023年

4 月 1 日を目前に控える顧問教員の認識状況を確認す

る為，2023年の 2 月から 3 月に亘りインタビューを実

施した。インタビューは対象者 1 人につき 1 回，面接

時間は 1 時間程度ということで依頼し，語りの状況に

応じて50分から90分の間で実施した。インタビュー

の記録は，対象者の了解を得た上で，ICレコーダーに

録音し，その場でメモを取った。実際のインタビュー

においては，表 2 に示されるインタビュー・ガイドを

起点としながら，対象者の興味・関心に従って質問の

内容を広げたり，質問の順序を変えたりするなど，自

然な会話の流れになるように実施した。また，対象者

には，研究者が分析を進める上で必要な場合には，質

問を追加することがあることを伝え，回答の了承を得

た。 インタビュー実施後，逐語録を作成した。インタ

ビュー時間は，平均59分（最長 1 時間25分，最短35

分），逐語録の量は平均9,854文字（最長14,255文字，

最短4,117文字）であった。

表 1　対象者の特性・情報の一覧
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２．３．分析方法

　本研究の対象となる顧問教員の指導観に対する認識

は，初任期から中堅期に至るまでの指導経験の蓄積や，

生徒や保護者との関わりの中で，動的な形成プロセス

を含んでいる。そこで，人間と人間が直接的にやり取

りをする社会的相互作用に関わる研究や，本人の認識

や感情といった直接目に見えにくいものを含むプロセ

ス的性格をもっている研究に対して有効であり，イン

タビューデータをもとにボトムアップにモデル（仮

説）を構築するのに適した修正版グラウンデッド・セ

オリー・アプローチ（木下，2003，Modified-Grounded 

Theory Approach）（以下M-GTAとする）を分析の枠組

みとして採用した。M-GTAの基となるグラウンデッド・

セオリー・アプローチ（Grounded Theory Approach）（以

下GTAとする）は，データに根ざした継続的比較分析

を行い，理論を生成する質的分析法である（Glaser and 

Strauss, 1967）。GTAの発表後，GTAの特性を基にした

複数の分析方法が派生している。M-GTAの分析方法

は，データを切片化してコーディングをするのではな

く，ひとまとまりの文脈に対してコーディングしてい

くことに特徴がある（木下，2003）。本研究では，分

析手順が明確に示されていること，インタビュー調査

の分析に適しているとされる（竹崎，2005）ことから，

M-GTAを用いた。また，M-GTAにおける分析の信頼性

は，人数の多寡によって決まる訳ではないとしている

が，より細密で豊富なデータを得るためには，少なく

とも10名に対するインタビューが必要であるとしてお

り（木下，2003），本研究では，この最低限の人数を確

保している。

２．４．分析手続き

　分析テーマを「顧問教員が確立してきた運動部活動

の指導観が，これから始まる地域移行によって変容す

るプロセス」とし，インタビューの逐語録から概念を

生成していった。次に，生成した概念同士の関係を，

個々の概念ごとに比較検討した。そして，複数の概念

から成るサブカテゴリーとカテゴリーを生成した。最

終的に，概念とサブカテゴリー，カテゴリーの相互の

関係から，結果図を示し，ストーリーラインにまとめ

て文章化した。生成されたカテゴリーは《 》，サブカ

テゴリーは＜ ＞，概念は【 】で示した。顧問教員の

語りは“ ”で示し，省略部分は（略）で示した。また，

語った対象者を（アルファベット）で示した。例えば，

Aの語りは（A）で表した。

表 2 　半構造化インタビューで使用したインタビュー・ガイド
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　なお，本研究の主たる分析者は博士課程に在籍して

いるMである。データの分析にあたっては，同じく博

士課程に在籍しており，体育科教育学を専門とする大

学教員のNと検討した。具体的には，この 2 名が独立

して逐語録から概念生成を行なった。次に，独立して

作成した分析ワークシートから，概ね同意義だと合意

されたものを採用し，合意されなかった概念は排除し

た。加えて，結果図を作成する際は，主たる分析者で

あるMが単独で行なった。その後，結果図が完成した

際に，Nと 2 名で検討をした。また，データ分析の妥

当性を保証するために，体育科教育学で質的研究を専

門とする大学教員Oをスーパーバイザーとして位置付

け，その監修のもと分析を進めることで，分析の手続

きや妥当性を高めた。

２．５．倫理的配慮

　まず，対象者が所属する学校の管理職から事前の同

意を得た。対象者には，口頭と文書で研究の目的や方

法，協力への自由意志，随時拒否・撤回の自由，プラ

イバシーの保持と配慮，研究以外の目的で使用するこ

とはないこと，個人が特定できないように配慮するこ

とについて説明をし，文書で同意を得た。逐語録作成

に際しては，個人情報に配慮した。本研究は倫理規定

に則って実施され，東京学芸大学研究倫理委員会の承

認（受付番号651号）を得て実施した。

３．結果

　顧問教員12名への半構造化インタビューにより得ら

れた質的データから概念を生成し，カテゴリー及びサ

ブカテゴリーを作成した。以下に，概念の生成過程の

一例を示す。

３．１．概念生成の一例

　顧問教員12名の語り全体を把握し，データから分析

テーマに即しながら，特徴的な語りを分析ワークシー

トの具体例の欄に書き出した。その際，理論的メモに

様々な疑問やアイデアや他の概念との関連性などを記

していった。例えば，“生徒指導と部活指導，ある意味

関係しそうですね。リンクしているので。部活動でも

やっぱり日常生活のこと言えるし，日常生活の中では

部活動のことは言えるので，普段こうやってすれ違わ

ない子がクラブで見るケースも出てくるから，大きな

違いでそうなんですよね。リンクのところ，離しちゃ

うとそれがなくなる。リンクが切れちゃうと，やっぱ

りあれなのかな。（ I）”という語りは，運動部活動を

学校内で顧問教員が指導することによって教育的価値

を創出している，という顧問教員の認識である。この

認識は“学校で部活があって。学校の延長線上で気軽

に入れると思いますけど。そういった場があるから参

加できるっていうような気もしていました。生徒指導

にも関わってくるのかなと考えています。部活があっ

たからこんなに良い関係性が築けたのかな。（ J）”や，

“連続性とか，どうしても関わる時間と愛情って比例す

るので。減った分やっぱり関わりの関係性は当然薄く

なってしまう。そこがやっぱり生徒指導と部活動指導

の関連性になると思います。（L）”というように，他

の顧問教員にも語られており，地域移行によって，運

動部活動を実施する場所と時間が変わり，教育課程か

ら離れることが，学校が従来持っていた教育機能の一

部喪失となることを顧問教員は懸念していた，と解釈

できる。このように，複数の具体例から解釈をした結

果，「学校の延長線上に運動部活動があるという共存並

びに連続性を学校と部活動のリンクとして捉え，地域

移行によってリンクが離れ，教育的価値が失われてし

まうという懸念」と定義し，これを【学校と部活動の

リンクが弱まることによる教育的価値の低下に対する

懸念】と名付けた（表 3）。以上のような手順で概念生

成を進めた結果，15の概念が生成された。
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３．２．カテゴリー生成の一例

　次に，複数の概念のまとまりを検討し，概念の相互

関係からサブカテゴリー及びカテゴリーとしてまとめ

た（表 4）。以下，一例として《指導観の変遷と探索行

動》カテゴリーが生成された過程を示し，顧問教員が

持つ運動部活動に対する指導観が地域移行施策からど

のような影響を受けて変遷していくのか，そのプロセ

スを検討していく。

　初任期を経て，中堅期を迎えている顧問教員は，ガ

イドラインや部活動指導員制度の導入等に対応をしな

がら【時代背景による運動部活動指導の変化】を経験

してきた。その過程で，【社会的相互作用を大切にし

た指導観への転換】を促され，運動部活動が持つ教育

的な意義や効果を重視する【礼儀を大切にしていって

ほしいという運動部活動への願い】を持つようになる。

このように，運動部活動の過熱化に対する政府によ

る制限，並びに緩和を繰り返す中で，施策が目指す方

向性に沿う形で指導観が影響を受け，初任期から中堅

期への移行とともに変遷してきたと言える。したがっ

て，これらを＜初任期から中堅期にかけて変遷した指

導観＞サブカテゴリーと命名した。

　一方，顧問教員は運動部活動の地域移行施策に対す

る様々な認識を統合した《地域移行施策に対する認識》

を通じて，【教員として持つブレない指導観の再認識】

をするのと同時に，運動部活動の地域移行施策の目的

が教員の働き方改革とされているものの【運動部活動

は子どもの為のものである事を再認識】を持つ。この

過程で【思い描く地域移行の指導方針】と【指導者と

しての専門知識が高度化する予測】を想定するように

なる。このように，顧問教員は＜指導観の探索行動＞

を形成し，＜初任期から中堅期にかけて変遷した指導

観＞と併せて《指導観の変遷と探索行動》と包括的に

表 3 　M-GTAで用いた分析ワークシートの一例
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捉えることができると解釈した。以上のような手順で，

他の概念間の関係を検討した結果，2 個のカテゴリー

と 5 個のサブカテゴリーが生成された。

表 4 　M-GTAによって生成された概念の一覧
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３．３．ストーリーライン（カテゴリー間の関係）

　カテゴリー及びサブカテゴリーと概念間についての

関係性を吟味し，「地域移行施策による顧問教員の指

導観探索プロセス」を結果図として表す（図 1）。以下

では，結果図についてのストーリーラインを示す。な

お，図中の矢印（影響関係）に関する説明は，下記の

ストーリーラインの文中の括弧内の記号と対応させて

いる。

　「地域移行施策による顧問教員の指導観探索プロセ

ス」は，顧問教員は，《指導観の変遷と探索行動》プロ

セスと《地域移行施策に対する認識》から構成された。

地域移行施策の開始時期を目前に控えた顧問教員は，

実行可能性についての疑心暗鬼，外部教育人材の質の

懸念，また顧問という役割を失うといった＜実行への

懸念＞により，従来運動部活動が持っていた平等な運

動機会の喪失，地域移行によって生徒の行動を把握す

ることが難しくなり，生徒同士のトラブルへの発展と

その責任の所在について懸念，といった＜教育価値の

喪失＞への認識が高まっていることが示唆された（a）。

一方で，顧問教員の負荷軽減に対する期待感や，顧問

教員が獲得する自由な時間を教科研究等に充てたいと

いった意欲が見られ，地域移行施策の目的として設定

されている＜働き方改革への期待＞を持っていた。こ

のように＜働き方改革への期待＞と＜実行への懸念＞

を併せ持つパラドキシカルな感情を，顧問教員は認識

していた（b）。

　顧問教員は＜初任期から中堅期にかけて変遷した指

導観＞で，運動部活動の過熱化，過熱化に対する政府

の制限や緩和，といった時代背景に対応をしながら，

社会的相互作用の大切さ，運動部活動の教育的価値を

認識する指導観を形成していた。形成された指導観に

対して，運動部活動の地域移行という制度的改変を目

前にした顧問教員は，＜教育価値の喪失＞と＜働き方

改革への期待＞の両方から影響を受けることによって

（c）（d），運動部活動の持つ教育的意味や地域移行後

を見据えた指導観の再認識， 専門知識の習得の必要性，

図 1　結果図：地域移行施策による顧問教員の指導観探索プロセス
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地域との関わり方，といった＜指導観の探索行動＞が

生じていることが示唆された（e）。このようにして，

運動部活動の地域移行施策を目前に控え，期待と懸念

の相反する認識を持ちながら《指導観の変遷と探索行

動》へのメインプロセスが示された。

４．考察

４．１．初任期から中堅機にかけて変遷してきた指導観

　運動部活動の地域移行に関する議論は，1960年代よ

り社会，教育，スポーツ等の状況に応じて，運動部活

動の地域移行施策について議論，政策実行がされてき

ており（神谷，2015），それに応じて顧問教員の指導観

の変遷をもたらしていた。例えば，“子ども目線に立っ

て子どもがどう感じているのかな，とか。授業で子ど

もたちの言葉を大事にしながら，授業進めようとか。

子どもたちにはどうやって伝えてったらいいんだろう

とか，どうやってこう指導してったらいいのかなって

いうことで，今に至るかなとは。（略）今に定着して

いったみたいな（D）”のように，対話をしながら動的

に指導内容を変更させながら関係性を構築していく指

導観の変化を経験していた。他にも，“一時，すごく過

熱気味になって，そのガイドラインみたいなのができ

て，2 日は休みましょうみたいな話になった（A）”の

ように，運動部活動の活動時間の上限を定めた「運動

部活動での指導のガイドライン」（文部科学省，2013）

の導入といった取り巻く環境に，その指導方針を対応

させていきながら，競技力の向上以外で社会生活に必

要な礼儀作法を，運動部活動で身につけて欲しいと

願っていた。このように，勝利至上主義（大橋，1995）

などを背景とした運動部活動の過熱化，過熱化に対す

る政府の制限や緩和に対応をしながら，顧問教員とし

ての指導観が形成されてきたと言える。

４．２．地域移行施策への認識が指導観に与える影響

　地域移行施策の移行期を目前に控えていたことによ

り，懸念と期待の相互作用が指導観に影響を及ぼして

いることが示唆された。例えば，“全然全くわからな

いです。（略）4 月以降も，これまでの練習のペースは

継続されていく感じ。（F）”，“教員がその部活動を指

導しているっていう面です。部活動の良さだなと思う

し，それがやっぱこの繋がりの強さも。繋がりが深く

なっていって。日頃の行いも見た上で指導もできるか

ら，なんか確かに一緒にいる時間が多い分，繋がりは

なんか深いってのは確かにありますかね。（D）”，“経

済格差のある家庭なんかは行けないじゃない。送迎も

できない。用具も揃えられないってなった時に，そう

いう子たちはどうしたらいいのだろうと思う。（E）”

のように，学校の延長線上で，学校内で運動部活動が

実施されている事が教育的価値であり，それが喪失さ

れること，また公教育を担う機関として，運動をする

平等な機会を奪うことによる運動機会格差を広げかね

ない，といった懸念を持っていた。これとは対照的

に，地域移行施策の目的の一つである働き方改革によ

る教員の負担軽減を期待していることも述べられてい

た。運動部活動の地域移行施策は，顧問教員の負担を

地域のステークホルダー注4）が補完する仕組みである。

例えば“土日を休ませてもらうと平日の作業効率もか

なり上がるんですよね。（L）”のように業務効率化へ

寄与することへの期待を見せていたり，地域クラブか

ら指導者として選ばれる為に専門技術指導スキルの必

要性を認識し，スキル獲得の為の前向きな姿勢を示し

ていた。このように，期待と懸念の相反する認識の相

互作用が，地域移行後の指導観探索へ繋がっているこ

とが考えられた。運動部活動の地域社会への移行施策

は，これまでもことごとく失敗してきた（中澤，2011）

とされているものの，探索行動によって再認識した指

導観の構成要素として【教員としてブレない指導観の

再認識】【運動部活動は子どもの為のものである事の再

認識】【思い描く地域移行後の指導方針】【地域間連携

の必要感】の 4 つの概念が導かれた。

５．本研究のまとめと今後の課題

　本研究は，運動部活動の制度的改変に直面をしてい

る運動部活動の顧問教員は，計画された地域移行施策

によって，どのような役割を認識した上で，指導を行

なっていくかについての指導観を対象とし，その様態

と変容のプロセスを，12名の顧問教員の語りから明ら

かにすることを目的とし，M-GTAを用いて分析をした。

分析の結果， 顧問教員の指導観は＜初任期から中堅期

にかけて変遷した指導観＞の過程で【時代背景による
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部活指導のあり方の変化】に対応し【社会的相互作用

を大切にした指導観への転換】を実践し，【礼儀を大切

にしていってほしいという運動部活動への願い】を醸

成していた。これから始まる地域移行に対しては，そ

の移行期の開始が目前に迫る中で，懸念と期待のパラ

ドキシカルな感情の揺らぎから《地域移行施策に対す

る認識》が形成された。顧問教員は，この感情の相互

作用によって＜指導観の探索行動＞を行い，指導観と

して大事にしていることを再認識し，地域移行後の指

導方針の検討に至っていた。こうして，《指導観の変遷

と探索行動》へのメインプロセスが示された。

　最後に，本研究の課題を提起する。運動部活動を構

成するステークホルダーの中心には，行為主体者とし

て生徒が位置づけられるため，生徒たちの考えや意見

を集約し，運動部活動実践に生かしていく必要がある。

運動部活動の地域移行の現在地の観点を踏まえると，

2023年度からの 3 年間が「改革集中期間」（スポーツ

庁，2022a）と位置付けられており，地域移行の更なる

進行は，運動部活動が生徒にもたらしてきた効果に影

響を及ぼすことが予測されている（今宿ら，2019）。そ

こで，運動部活動の行為主体者である生徒たちが，地

域移行施策の移行期を迎えた運動部活動の日々をどの

ように評価し，どのように受け止めているのかを明ら

かにし，顧問教員の指導観に対して，生徒たちの考え

や評価との対応関係や因果関係を分析する必要がある

と考えられる。今後は，上記の課題についても，更な

る研究が求められる。
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注

1） 「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライ

ン」（スポーツ庁，2018）の前文に「学校の運動部

活動は，スポーツに興味・関心のある同好の生徒が

参加し，各運動部の責任者「以下「運動部顧問」と

いう。」の指導の下，学校教育の一環として行われ

（略）」と記載があり，本研究における「顧問教員」

の定義の依拠とした。

2） 教師の力量は信念が中核（木原，2004）とされてお

り，信念の内容には，教師観，指導観，学習観等が

ある。これらが相互に関連して信念体系として教師

の中に保有される（秋田，2006）。よって，教師の有

する指導観とは，信念の一部であり，教師がどのよ

うな教師役割を望ましいと考えるか，を表すものと

なっている。また，指導観は，教師の知識使用や思

考・行動を規定するものであり（秋田，2000），指導

の考え方として，力量の重要な要素であると考えら

れる。

3）  本研究の対象者である顧問教員12名が指導をして

いる種目は，集団競技（野球部，女子ソフトボー

ル，男子バスケットボール，男子バレーボール部）

と個人競技（陸上部）が併存した。公立中学校の

運動部活動は，顧問教員によってある程度の主導

がなされ，個人種目，集団種目に関わらず，部全

体の目標や練習内容を設定して取り組ませている，

という前提に立ち，対象者を検討する際には，顧

問教員が指導をする競技を個人競技と集団競技で

区別をしなかった。集団競技と個人競技の違いに

よる勝利志向性，生徒の意見の反映度，生徒の満

足度の特徴についての研究（深見，2016）による

と，個人競技，集団競技ともにそれぞれの顧問教

員が主導をしてチーム目標を設定している割合が

相対的に高い傾向にあるとされている。

4）  ステークホルダーとは，元来は企業経営に関して定

義された単語であり，Freeman（2010）の定義によ

ると「企業の目的達成に影響を及ぼすことができる，

あるいは影響を受ける集団または個人」とされてい

る。運動部活動に関する教育的目的や教育意義に関

する研究があり，運動部活動も企業と同じく目的を

持つ集団と捉えると，前述のステークホルダーの定

義における「企業」を「運動部活動」に置き換える

事ができる。よって，運動部活動ごとに設定する目

標の達成，参加する目的を実現する為に活動をする

過程で，影響を与える，または受ける集団または個

人を「運動部活動のステークホルダー」と呼ぶ（髙

木ら，2022）。
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